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一宮市職員措置請求について（公表） 

地方自治法第 242 条第１項の規定に基づく一宮市職員措置請求（住民監

査請求）に対し、同条第４項の規定による監査を実施しましたので、その

結果を次のとおり公表します。 
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一宮市職員措置請求に係る監査結果報告 

１ 措置請求の概要 

（１）平成 28 年３月 17 日、一宮市居住のＡ氏、Ｂ氏（以下「請求人」と

いう。）から地方自治法第 242 条第１項に基づく一宮市職員措置請求

（以下「請求」という。）があった。 

この請求は、所定の法定要件を具備しているものと認められたので

受理した。 

本請求は、平成 27 年度の一宮市町内会運営交付金（以下「交付金」

という。）の支出について、一宮市町内会運営交付金支給要綱（以下「要

綱」という。）第４条第２項で、「交付金の額は、町内会加入世帯１世

帯に 230 円を乗じて得た額とする。」と規定されているにもかかわらず、

実際に支出された額は、町内会に加入している世帯と、同じく町内会

に加入している商店・事務所・工場等（以下「事業所等」という。）の

合計数に 230 円を乗じて得た額であるため、当該事業所等 4,458 件に

230 円を乗じた 1,025,340 円が要綱に違反し、不必要な支出であると

して、副市長に対し、市に弁済又は関係各町内会に相当金額を返還さ

せることを求めていると解される。 

（２）請求書及び事実を証する書類として提出されたものは、別紙のとお

りである。 

２ 監査の実施 

（１）請求人の証拠の提出及び陳述 

地方自治法第 242 条第６項の規定に基づいて、請求人から請求の要

旨を補足するために、平成 28 年４月 11 日に陳述を聴取した。 

陳述に際して、「平成 27 年度町会長の手引」等が新たな証拠として

提出された。 

陳述の主な内容は、次のとおりである。 

要綱第４条第１項で、「交付金の額の算定は、町内会より報告のあっ

た毎年５月１日における世帯数等をその基礎とする。」と規定されてお

り、この「世帯数等」に事業所等を含めることについては、問題はな
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い。 

しかし、同条第２項で、「町内会加入世帯１世帯に 230 円を乗じて」

と規定されており、第１項とは異なり「等」がなく、すなわち交付金

の額の算定には事業所等の数を含めない内容となっているため、副市

長に修正を提言したにもかかわらず、修正が行われなかった。 

その結果、事業所等の数を算定に含めて行われた当該支出は、要綱

に反するものとなり、本請求書を提出するに至った。 

（２）監査対象事項 

請求の対象は、請求人の主張を基に、「平成 27 年度の交付金の支出

のうち、事業所等の数を算出根拠とする 1,025,340 円が違法又は不当

な公金の支出に当たるかどうか」に重点を置き、監査を実施した。 

（３）関係書類の調査及び関係職員からの事情聴取 

本件の対象となっている交付金の所管課である企画部地域ふれあい

課を監査対象とし、関係書類の提出を求め、調査を行うとともに、企

画部長、企画部次長、地域ふれあい課長及びその他関係職員から事情

聴取した。 

３ 事実の調査 

関係書類の調査及び関係職員からの事情聴取により得られた結果は

次のとおりであった。 

（１）要綱は、次のとおりである。（関連部分のみ抜粋） 

  （趣旨） 

第１条 地域住民による自主的で円滑な町内会活動の運営及び地域 

住民の福祉の増進を図ることを目的として、市行政に協力する町内

会に対し、一宮市町内会運営交付金を支給する。 

（交付金の額の算定） 

第４条 交付金の額の算定は、町内会より報告のあった毎年５月１日

における世帯数等をその基礎とする。 

２ 交付金の額は、町内会加入世帯１世帯に 230 円を乗じて得た額と

する。 
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（２）要綱に関する市の見解は、次のとおりである。 

市は、町内会について、区域内の住民と、区域内で活動し町内会に

加入している事業所等で構成されていると考えている。 

本件交付金は、町内会の育成と、自治活動の推進を図るための町内

会の運営に充てるために町内会に交付されており、市は、町内会に加

入している事業所等も町内会の構成員として、交付金の算定に加える

べきであるとしている。 

（３）交付金の交付状況は、次のとおりである。 

市の説明によれば、４月に市が開催する各地域の町会長会議で、資

料を配布し、交付金の概要と手続について説明するとともに、各種書

類の提出を依頼している。 

町会長会議で配布している本件交付金に関係する資料は、次のとお

りである。 

  ・「一宮市町内会運営交付金申請書」等の提出について（お願い） 

  ・一宮市町内会運営交付金申請書（以下「申請書」という。）及び記 

入例 

  ・町内会加入世帯数及び広報配布枚数報告書（以下「報告書」という。）

及び記入例 

   報告書は、町内会会員数として、平成 27 年５月１日現在の町内会に

加入している「①世帯数」と「②商店・事務所・工場等数」を記入す

る様式となっていた。また、「町内会運営交付金（①＋②）×230 円＝ 

   円」と記載されており、各町会長が、町内会に加入している世

帯と事業所等の数から交付金の額を計算し、記入する様式となってい

た。この算定金額を基に、申請書が作成され、報告書と併せて市に提

出されていた。 

各町内会から提出された報告書を集計した資料によれば、平成 27

年５月１日現在の町内会の状況は、「①世帯数」が 126,124 件、「②商

店・事務所・工場等数」が 4,458 件で、その合計は 130,582 件であっ

た。 

提出された申請書について、内容及び金額の算定等の審査が行われ、

交付の決定がされていた。交付決定額の総額は、130,582 件に 230 円
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を乗じた 30,033,860 円であった。 

支出の手続について、支出負担行為は、法令又は予算の定めるとこ

ろに従って行われており、支出負担行為決議書は適切な時期に決裁さ

れていた。また、支出命令についても、一宮市会計に関する規則の定

めるところに従って、支出命令書は調製されており、決裁、合議及び

会計管理者による審査にも不備は認められず、交付金の支出は適正に

執行されていた。 

４ 判断 

平成 27 年度の一宮市町内会運営交付金の支出について、次のように

判断する。 

交付金の額の算定については要綱第４条で規定されており、第１項で、

算定の基礎は「町内会より報告のあった毎年５月１日における世帯数等」

とされ、第２項で、交付金の額は「町内会加入世帯１世帯に 230 円を乗

じて得た額」とされている。 

請求人は、第１項の「世帯数等」には「等」の表記があるが、第２項

の「町内会加入世帯」には「等」の表記がない以上、第２項はあくまで

世帯数のみのことを示しており、事業所等の数は含まないものであると

の考えから、要綱違反による不必要な支出が行われ、市に損害が発生し

たと主張している。 

一方で、請求人は陳述の中で、第１項でいう「世帯数等」に事業所等

の数を含めること自体は問題ないとしており、市も、町内会に加入して

いる事業所等は町内会の構成員であるから、第１項でいう「世帯数等」

に含めるべきであると主張している。これらのことから考えれば、第１

項の「世帯数等」に対する両者の見解については相違がないと言える。 

ここで、要綱第４条は交付金の額の算定を規定したものであり、第１

項で算定の基礎を定め、第２項でその基礎に単価を乗じるという交付金

の額の算定方法を規定する一体のものであると考えられる。したがって、

市が第２項でいう「町内会加入世帯」を、第１項でいう「世帯数等」の

ことであると解釈し、運用することは、裁量の範囲内であると言える。 

以上のことから、要綱第４条第２項の「町内会加入世帯」に「等」と

いう表記がないとしても、事業所等の数を交付金の額の算定に含めるこ

とは要綱違反であるとは言えず、要綱第１条に規定されている交付金の

趣旨に照らしても、本件支出は妥当性があると判断する。 
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また、支出負担行為、支出手続等は、適正に行われており、違法性は

ないと判断する。 

５ 結論 

以上、これまでに述べたとおり、平成 27 年度の一宮市町内会運営交

付金の支出は、違法又は不当な公金の支出には当たらず、請求人の主張

には理由がないことから、請求は棄却する。 








